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朝霞市個人情報保護制度講演会講演録 

日  時  平成１７年４月２４日（日）午後１時３０分～午後３時３０分 

場  所  朝霞市産業文化センター・ホール 

講  師  奥津 茂樹 氏 （ＮＰＯ法人情報公開クリアリングハウス・理事） 

テーマ  個人情報保護の意義と課題 

編集責任  朝霞市総務部庶務課市政情報係 

 
    ◎開  会 

○司会 皆様、こんにちは。 

 ただいまから個人情報保護制度講演会を始めさせていただきます。 

 私は、本日の司会を務めさせていただきます、朝霞市総務部庶務課関根と申します。どうぞよ

ろしくお願いいたします。 

 それでは初めに、朝霞市総務部長野本正幸からごあいさつを申し上げます。 

○野本総務部長 朝霞市総務部長の野本と申します。どうぞよろしくお願いいたします。 

 皆様には、日曜日の貴重なお時間、個人情報保護制度講演会にご来場賜りまして、まことにあ

りがとうございます。開会に当たりまして、一言ごあいさつを申し上げます。 

 朝霞市におきましては、平成９年４月に、多くの市民の皆様に市政に参加していただけるよう

情報公開制度をスタートさせました。また同時に、個人の情報を保護することを目的といたしま

して個人情報保護制度も併せて施行いたしました。そして、平成14年、情報公開条例の全部改正

を行い、今回、国の個人情報保護法の施行に合わせまして個人情報保護条例の全部改正を行った

ところでございます。 

 国における個人情報保護法では、5,000件以上の個人情報データを扱う事業者に対しましてさ

まざまな措置を定めたほか、地方公共団体においても条例で罰則規定を設けるようにということ

を求めております。朝霞市におきましても、この４月１日から職員及び委託業者に対しまして不

正な個人情報の提供などに対する罰則規定を設けたところでございます。 

 今、皆さんが本屋さんに行きますと個人情報保護に関する本が山積みされていることにお気づ

きになるかと思います。また、マスコミでも、連日個人情報に関する話題が出ない日がないとい

うくらいの状況でございます。一方、国の方では、法律がこの４月１日から施行したばかりです

が、個人情報を漏えいした個人への罰則規定の法律改正が議論されようとしております。 

 さて、そのような中、本日講演をいただきます奥津先生には、情報公開制度及び個人情報保護
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制度のどちらにも精通されておりまして、長年にわたり、情報公開を求める活動そして情報公開

法の制定を求める活動を続けられ、実現に結びつけられております。本市でも、両制度の導入の

時期からご協力をいただきまして大変お世話になっております。改めてお礼を申し上げたいと思

います。 

 加えて、個人情報の保護に関してもさまざまな研究をされておりまして、住民基本台帳の閲覧

制度への提言が最近の新聞に掲載されておりましたのでご存じの方もいらっしゃるかと思います。

これまでの活動では、国のみならず、地方自治体に対しましても、市民の立場から、その制度運

用に関しまして厳しい意見を出されております。行政にとっても厳しいお話があるかと思います

が、ご来場の皆様にとりましても有意義なお話を聞かせていただけるのではないかと思っており

ます。 

 結びに当たりまして、本日の講演会がご来場の皆様にとりましても実り多いものになることを

期待いたしまして、私のあいさつとさせていただきます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 

 

  
    ◎講師の紹介 

○司会 ここで、講演に入ります前に、本日の講師のご紹介をさせていただきます。 

 本日の講師の奥津茂樹先生は、駿大予備校論文科の講師を務められておりますとともに、ＮＰ

Ｏ法人情報公開クリアリングハウスの理事として、情報公開と個人情報保護をテーマに、市民団

体の学習会や自治体職員研修では全国各地で100以上の実績を重ねられております。 

 また、新聞や雑誌では、皆様も先生の論文や写真をお見かけしたことがあるのではないでしょ

うか。特に最近では、個人情報保護法の施行に伴う地方自治体の取り組みや住民基本台帳の大量

閲覧に関して各方面から意見を求められるなど、非常にお忙しい中を本日、朝霞市からのお願い

に快くお応えいただきました。情報公開・個人情報保護の分野では、市民派としてもスペシャリ

ストでいらっしゃいますので、当然行政に対する厳しいお話もあるかと、本日は職員も緊張して

お迎えをさせていただいております。 

 それでは、奥津先生、どうぞよろしくお願いいたします。 
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    ◎講演「個人情報保護の意義と課題」     講師・奥津茂樹氏 

○奥津 皆さん、こんにちは。 

 ただいまご紹介いただきました奥津でございます。 

 本日は、皆さんのお手元にあるレジュメに基づいて話をしてまいりたいと思います。 

 条文を読んでどうのこうのということよりも、具体的な事例を中心にお話をしたいと思ってい

ます。これから挙げる事例は、すごく怖い話とか、そんなことがあり得るのかという話も少なく

ありませんが、すべてが現実です。 

 事例の多くは自治体をめぐるものですが、民間でも同じような問題が起こり得るし、同じよう

な対策をしなければなりません。官民が違うというのではなくて、むしろ官と民が同じ問題を抱

えているとご理解ください。 

 先ほどもお話がありましたけれども、この数日間、いろいろな個人情報をめぐる新聞やテレビ

の報道があります。その辺から話を始めたいと思います。 

 最近一番大きかった不祥事は、みちのく銀行という東北ブロックの銀行が約130万のお客さん

のリストをなくしてしまった事件です。リストの中には預金者の住所、氏名、口座番号だけでな

く預金額も入っていたようです。これがＣＤ－ＲＯＭというコンピュータデータで紛失した事件

です。万が一それが外部に流出して、私がそれを入手した場合は何ができるかお分かりでしょう。

私のような貧乏人がターゲットになることはないと思いますが、皆さんみたいに預金がたくさん

ある方は多分危ないと思います。つまり預金額を元にデータの並べかえをすれば、大金を持って

いる方にいろいろなアプローチをかけることができます。まじめな商売の方が使う場合もあるか

もしれませんが、どちらかというと危ない商売の人が使うのではないでしょうか。振り込め詐欺

をやるにしても、相手がお金持ちであった方が確実に儲かります。10万円しか預金のない人に詐

欺を仕掛けてもしようがないわけです。銀行の調べでは、ごみ箱に紛れこんでしまったのではな

いかとの報道がありました。でも、だれも見ていないんですよね、ごみ箱に落ちたのを。「あっ、

落ちた。」と気付けばすぐ拾い出しますので、本当にごみ箱に落ちたかは疑問です。 

 あと、もう一つの紛失事件があります。関東ではそれほど大きく報道されなかったのですが、

銀行などの民間の事業者ではなくて、ＮＰＯ（非営利団体）が名簿をなくしてしまったというケ

ースです。これは、つい最近、おとといですが、北九州で起きました。そのＮＰＯは非常に重要

なお仕事をなさっています。ホームレスの人たちの支援をしているんです。なくした名簿は、ホ

ームレスの方々のいろいろな状況が入ったものです。皆さん車の中に置きっぱなしにしていたバ

ッグに名簿を記録したＣＤ－ＲＯＭが入っていて、車上荒らしにあってしまったのです。ＮＰＯ
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やボランティア団体は規模が大きくありません。先ほどお話にあったように、個人情報保護法は

5,000人以上のリストを持っているところだけを対象にしているので、これらの団体は法律の対

象外です。だからといって何もしないというわけにいかないことを物語る、すき間で起きた事件

です。 

 後で条例について少し触れますけれども、朝霞市の条例はいろいろなことが書いてありますが、

中心は朝霞市の機関が持っている個人情報の保護です。ただ、よく読むと事業者の責務というの

も書いてあります。個人情報保護法は5,000人以上のリストを持っている業者さんが対象なので、

「うちは大丈夫だ」と思った方もいらっしゃるかもしれません。しかし、朝霞市の条例では、市

内で事業活動をする業者さんは条例にのっとって個人情報を扱わなければいけないという責任が

規定されているため、個人情報を不適切に扱ってはならないのです。 

 あともう一つは、練馬区の中学校に元保護者が泥棒に入って個人情報を盗んで、子供の成績や

教師の住所をインターネット上にいろいろばらまいたという少しショッキングな事件がありまし

た。もちろん元保護者がいけないのですが、よく考えてみると中学校の個人情報の管理がよくな

かった例でもあります。よくノートパソコンが盗まれる事件があります。ノートパソコンという

のは、泥棒に一番遭いやすいんです。そこに子供の成績という重要な個人情報を入れっ放しにし

ておいたから、いけないんですね。子供の成績でいうと指導要録というのがありますが、一般的

には学校の金庫に納められています。これに対して、日々の成績はノートパソコンに入れっ放し

にしで、「鍵」もかけておきませんでした。半分以上は元保護者の犯人がいけないとは思います

が、実は学校側の管理も問われているのです。 

 そんな話、挙げたらきりがないくらいあります。きょうの話はそういう具体的な話をまぜなが

ら、おおむね３つのポイントがあると思ってください。 

 一つは、今の話を含めて、なぜ個人情報保護が必要なのかということです。 

そして二つの課題を挙げました。レジュメを見ていただくと、まず「脅威Ａ」というのがあり

ます。これは、個人情報を扱う上で絶対にやってはいけないことを挙げました。守って当たり前

のことなので、守らない人間が処罰されることもあります。「脅威Ｂ」は直ちに処罰される行為

ではないので多少レベルが低くなりますが、個人情報を扱う上で気を付けるべきことを挙げまし

た。個人情報保護をするためにＡとＢというハードルをクリアしていくことが課題です。 

 私は、あちこちでこのように講演する機会があるのですが、特に強調しているのはダブルスタ

ンダードということです。例えば、先ほどみちのく銀行の話をしました。この銀行は個人情報保

護法の対象になっているのに、紛失事件が起きました。結局、どこでもそうなんですが、ルール
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をつくって一安心、その後、何もやらないというケースが少なくありません。ダブルスタンダー

ドとは、ルールとは違う現状を放置することで、そのために今挙げたような事件が多発するので

す。現状がだらしないのなら、ルールに合わせて直していかなければいけません。ところが、だ

らしない現状と、すごくしっかりとしたルールとの矛盾が不祥事を引き起こし、それが明らかに

なって新聞やテレビで大騒ぎというパターンをあちこちで繰り返しています。「保護法が施行さ

れて一安心ですね」という方もいらっしゃいますが、「いや、そんなことないですよ。むしろ、

ルールをきちんと理解するだけではなくて実践しないと、あちこちですごい話がたくさん出てき

ますよ」と言ってきました。 

 一つ目の問題は「個人情報保護の必要性」です。 

 言うまでもないことなのですが、今、個人情報が商品化されています。個人情報は非常に商品

価値があるので、売り買いをされる時代なのです。これは10年、20年ほど前からそうなっていま

す。インターネットをいじっている方はお分かりだと思いますが、例えば、個人情報売買という

言葉を入れて検索をすると、現に売り買いしている業者さんのサイトが出てきます。私も今日講

演するので、最近はどんな状況かなと昨日調べてみました。個人情報保護法が４月にスタートし

たのに、まだ売り買いしています。堂々と「我々は保護法にのっとって商売しています」とうた

ったサイトもありました。どんな名簿を売っているかというと、町内会の名簿や自治体の職員や

教職員の名簿を売っていました。学校や自治体はつぶれませんから、そこの職員というのは定期

的に給与が入ってくる上客で、できればいろいろな商品やサービスのお誘いをしたいのでしょう。

それ以外にも、○○愛好家の名簿─○○というのはいろいろ入ります。テレビゲームかもしれま

せんし、ひょっとしたらアダルトビデオかもしれません。そういったものまで堂々と売っている

のです。 

 実際に私も、今までにいろいろな取材をしてまいりました。例えば、東京の水道橋駅前には名

簿を中心に扱った古本屋さんがあります。または、港区新橋には名簿図書館という名簿屋さんが

あります。これは結構有名なところです。名簿図書館というと、何か港区立かなという感じがす

るのですが、れっきとした民間業者です。そこに行くと、会員になれば名簿を閲覧することがで

きます。料金は人によって違っていて、お金持ちのリストが例えば１人50円だとすると、普通の

人のリストは10円というように安くなっています。 

 プロは見るところが違うんです。例えば、名簿屋で大学医学部の受験生の名簿を売っていたん

ですが、初めは何の意味があるのか分かりませんでした。そして、はたと気付いたんですね。医

学部に入るには、すごく莫大な入学金や授業料が必要です。つまり、医学部の受験生のリストと
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いうのは、親がお金持ちの子供のリストだったんです。当然これは大学が正規で渡したものでは

なく、大学の関係者が恐らく持ち込んだと思います。 

 また、名簿ハンターという裏家業の方を取材したこともありました。彼は夜な夜な、いろいろ

なところに忍び込みます。それで名簿を持ち出して、朝までには返しておくのです。宝石泥棒だ

と、持って帰りっ放しですから、朝お店に行くと「あっ、盗まれた」って分かるじゃないですか。

ところが、情報泥棒は中身だけコピーして返しておくので、だれも盗まれたということに気付か

ず被害届も出ないのです。よくテレビでやっているように、顔にモザイクをかけて音声は変えて

放映したんですけれども、この名簿ハンターは、おもしろいことを言っていました。それは何か

というと、そんな危ない仕事をしている人でも一番重視している情報は、ずばり住民票だと言う

んです。住民票から分かるのは、どこに、だれが住んでいるかだけなのに、何でそんなの重要な

んですかと聞きました。すると、彼は、大都市部の現状を挙げて説明してくれました。朝霞に住

んでいた人が志木や豊島区に移ることを、人口の流出入と言いますが、大都市部はその出入りが

激しいんです。全体の人口の約２割から３割近くが出入りする自治体もあります。いくらお金持

ちだとか又は健康状態に不安を持っているなど、いろいろな個人情報を持っていても、正確な住

所でなければ個人情報は売り物になりません。だから、住民票を重視し、常にきちんと把握して

いるのです。 

 以前、電話取材で北海道のラジオ局に出演したことがあります。このときにも、今言ったみた

いないろいろな話をしていたら、タクシーの運転手さんからスタジオに電話が入りました。どう

いう電話だったかというと、「おれは４年前に女房と別れたけれども、女房あてのダイレクトメ

ールがまだ来るんだ。これは、何とかならないか」というような電話でした。私は「それは非常

に失礼な話ですね」と答えた後に、「でも、その業者さんは、商売が下手ですね」と付け足しま

した。４年前に別れたということを知らないで一生懸命手紙出し続けているわけですから、手紙

を出しても返ってくるので非常にロスが大きいんです。 

 皆さんは日ごろのご商売とか、またはいろいろな市民活動の中で個人情報を扱っていらっしゃ

ると思いますが、それを守るべき理由は、外側には、欲しくて欲しくてしようがない連中がたく

さんいるんだということです。とくに強調したいのは、その人たちが普通の商売、例えばそろば

ん塾や学習塾経営しているとかならいいんです。中には悪質商法の人や犯罪者がいるかもしれま

せん。だから、個人情報をきちんと守らないと、そういう危ない人たちに渡ってしまいますよと

いう話を次にします。それが、最近強調しているのですが、個人情報の「犯罪目的の利用」です。

個人情報を持っている側にしてみると、いろいろなリストが流出したといっても、例えば人の命
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を奪われたり、または血を流して傷ついたり、財産を取られたりする被害が見えてこないと、何

とかしなきゃという気にならないわけです。なぜ個人情報が粗末に扱われて来たのかというと、

多分そこが見えなかったからだと思います。 

 そこで、最近の事例を出します。レジュメに「殺人事件に悪用された有線放送名簿」と書いて

ありますね。長野県に高森町という小さな町があります。この町でお年寄りが２人殺されました。

そして、お隣の飯田市でも１人、計３人のお年寄りが殺されたという事件が昨年起きました。容

疑者は捕まりましたが、取調べの中で明らかになったのは、ターゲットを絞り込むために名簿を

使ったことです。有線放送名簿という名簿を使って、ひとり暮らしの高齢者をあらかじめピック

アップしてねらったんです。この事件は、本当に私もショックでした。というのは、高森町には

二度ほど、議会と町に呼ばれて研修で話に行ったことがあるからです。非常に静かでのどかで人

づきあいもいい、いい町でした。町には有線放送というケーブルテレビがあって、農協がやって

います。そこが、よせばいいのに、ケーブルテレビ契約者のリストを内部で使うだけでなく、１

冊1,000円で売っていたんです。リストは町役場に行って、だれでも自由に見ることができまし

た。それだけではありません。ケーブルテレビのお客さんの名簿だったら契約者の住所、氏名だ

けでいいはずなのに世帯全員のリストになっていたのです。例えば４人家族だったら４人載って

います。ひとり暮らしであれば１人しか載っていません。そのリストを見れば、ひとり暮らしか

どうかが分かります。高齢者かどうかは分からないかもしれませんが、例えばお名前なんかで高

齢者かどうか分かるかもしれません。 

 皆さんこれは長野県の小さな町で起きた事件なのですが、うちは関係ないよと思わないでほし

いのです。例えば、朝霞市にひとり暮らしの高齢者のリストが全くないなら安心していいですが、

いろいろなお仕事をする中で、ひとり暮らしの高齢者のリストを持っている場合もあるはずです。

最後に災害弱者名簿の話をしますが、水害とか大震災とか起きたときに、真っ先に助け出さなけ

ればいけない高齢者や障害者の方がいらっしゃいます。そうした地域の人たちの名簿を地域住民

も含めて持っていないと、仕事にならないですよね。そのように、ひとり暮らしの名簿って、あ

ちこちにあるわけです。ただ、その名簿をいいことをしようと思っている人が使うならばいいの

ですが、中には犯罪のネタと考える人もいるのです。皆さんの持っている情報が下手をしたらこ

うした事件にもつながりかねないと、常に気を付けてほしいのです。 

 もう一つの犯罪目的の悪用は、この間、起きた名古屋市の事件です。レジュメには「女子暴行

事件に悪用された住民票の大量閲覧」と書いてあります。住民票のことを定めた住民基本台帳法

という法律があります。この法律で「何人(なんぴと)も」、だれでも住民基本台帳を閲覧できる
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と書いてあります。総務省の省令というのがあって、実際に閲覧できるのは、今は４項目─４情

報に制限されています。皆さんの住所、氏名、生年月日、そして男か女か（性別）が４情報です。

所得や資産とか健康状態は含まれていませんが、役所で閲覧申請すればこの４情報を見ることが

できます。法律にだれでも閲覧できると書いてあるため、自治体はコンピュータから４情報をピ

ックアップして台帳をつくって、閲覧させています。多くは、普通の業者の方が来るのでいいの

ですが、中には危ない人が来るということで、私は、10年ほど前から、これは悪法で、何とかし

なければいけないと言ってきました。例えばどういう悪用があるのかというと、悪質商法です。

高齢者を対象にした悪徳商法をやっている連中が見に来るかもしれません。ひとり暮らしの高齢

者がどこに住んでいるか、閲覧リストを見ればすぐ分かります。 

 だから、危ない危ないと言ってきたんですが、ついに名古屋市で女子暴行事件が起きてしまい

ました。暴行事件の加害者が被害者をどういうふうに探したかというと、この住民票の大量閲覧

を使ったのです。簡単に言いますと、母子家庭、つまりお母さんと子供の名前しかない世帯をま

ず閲覧リストからピックアップします。生年月日が出ているので、女の子の年齢が分かります。

若い年少の女の子がいる世帯だけをピックアップしたんです。それで暴行に及んだというケース

です。私も、事ここに及んで、規制しなきゃいけないということで朝日新聞に廃止を求める意見

を書かせていただきました。その後、国の反応も早くて三月下旬に朝日新聞に書いたんですが、

４月上旬には、国は法改正も含めていろいろ議論するための検討会を開くことを決めました。 

 名古屋市のケースは、ほかでも起こります。私、今すごく気にしているのは、この事件が結構

大きく報道されたことです。新聞だけではなくてテレビで報道されました。私も、ズームインス

ーパーという日本テレビの朝の番組で15秒のコメントをしたのですが、いろいろな番組で取り上

げていました。そうすると、多くの人は「とんでもない事件だ。これは何とかしなきゃ」と思う

のですが、中には「あっ、このやり方がある」って犯罪の手口に気づいて模倣犯となる人も出て

くるかもしれません。次の事件が起きてもおかしくないし、起きないように厳重な注意が必要だ

と思います。 

 文京区でもちょっと怪しい事件がありました。それは何かというと、郵便局の局員を装って

「書留です」って訪ねて、応対した人に暴行しようとしたのです。怪しいと思ったのは、やたら

めったら「書留です」って訪ねていったって外れる率が高いので、あらかじめ女の子が住んでい

ることを知っていたのではないかいうことです。調べてみないとわかりませんが、名簿を入手し

て犯行に及んだ可能性があります。今、犯罪者の知恵がついてきて、プロファイリングといいま

すが、あらかじめ、だれをねらって悪いことをするのか、それを調べておくのです。第一段階と
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して個人情報を入手してそれを調べておいて、第二段階で犯罪に及ぶというのが、どうも一つの

パターンになってきているのではないかと思います。 

 犯罪への悪用には早いうち、自治体も国も対応しなければならないと思っています。今言った

プロファイリングのケースとして、三重県伊勢市でも事件がありました。幼稚園が泥棒に入られ

たんですが、その泥棒は、お金や物はあるのに一切目もくれない、名簿だけを盗んでいったので

す。被害にあったのは市立の幼稚園です。幼稚園や保育園には、そこを利用している子供や世帯

の調査票があります。特に保育園なんかになると、お父さん、お母さんが働いているとか、おじ

いちゃん、おばあちゃんとは同居していないとか、そういう細かな世帯の状況が調査票に記載さ

れています。これを手に入れれば、共働きかどうか、おじいちゃん、おばあちゃんが一緒に住ん

でいるかどうかが分かります。その家が共働きであれば普通は昼間不在でしょう。そこで、堂々

と空き巣に入れるということなのです。現にこれが発覚したのは２年ほど前の４月30日ですが、

翌日の５月１日も含めて、幼稚園のお子さんの２世帯が空き巣に入られました。これは、ほぼ間

違いなく今言ったみたいなプロファイリングです。あらかじめ共働きの家をつかんでおいて、そ

して、そこに平日入るということをやったケースです。皆さんもいろいろな個人情報を持ってい

らっしゃいますが、実は家族の状況だって、今言ったみたいに、人によってはすごく重要な情報

になってくるわけです。 

 あと、ストーカーやＤＶの加害者による被害者の探索もありますが、強調しておきたいのが振

り込め詐欺です。これも、個人情報を利用している節があります。振り込め詐欺にはいろいろな

パターンがあるのですが、多くはコンピュータで自動的に電話をかけています。もう一つのパタ

ーンは、相手をよく知ってかけてくるのです。私の知り合いも被害に遭いかけたのですが、息子

さんを名乗ってまず電話が来ました。「おれおれ」じゃなくて、私だと「母ちゃん、茂樹だけど

さ、今大変なんだよ」、ここから先はよくご存じのとおり、友達の車借りていたらぶつけちゃっ

た、修理代が必要になってサラ金に手を出しちゃった、それで金利がかさんで今200万になった、

助けてくれというやつです。親も当然聴きますよね。「茂樹、あんたね、友達ってだれ。だれの

車を借りてぶつけたの」、そうしたら友達の名前を正確に言うんです。人間っておもしろいので

すが、役所もそうなのですが、本人かどうか確認するときに１つの個人情報だけでは本人だと信

用しません。例えば、保険証だけでは顔写真がありません。そこで、「できれば、免許がありま

せんか。免許持っていない場合はほかにクレジットカードでもいいです。銀行のキャッシュカー

ドでもいいですから、２つ、３つぐらい個人情報を出してください。」となるわけです。その２

つ目、３つ目の個人情報が正確であれば本人だと信用するわけですね。私の知り合いもそうです。
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息子の名前を名乗ったということ、友達の名前も正確だったということで、二つの個人情報が正

確だったので信じてしまいました。慌てて銀行に行ったのですが、銀行の前まで行って夫に電話

をかけて、「おまえ、何やっているんだ。それは、振り込め詐欺だ」と言われて、はっと気づい

て振り込まなかったそうです。これは大体、どういう名簿がもとになったかお分かりだと思いま

す。同窓生名簿です。それならば息子さんの名前、すぐ分かります。友達の名前だって、同じク

ラスの名前を適当に言ったのでしょう。だから、どうもこれは個人情報を利用したのではないか

と思っているのです。 

 選挙人名簿という役所が持っている名簿があります。これはだれでも閲覧できる、住民票と同

じような個人情報です。これを、ひとり暮らしのお年寄りをピックアップするために使ったと思

われる詐欺事件が静岡市で起きました。埼玉県越谷市に当時在住していた容疑者が捕まり、自宅

を調べたところ、何と３万人ものリストが出てきたのです。このリストは、選挙人名簿を閲覧し

て得たもので、フロッピーに入ったコンピュータのデータでした。これはどういうふうに悪用か

というと、マッチングというものです。選挙人名簿には電話番号は載っていませんが、ひとり暮

らしの高齢者の所在はこれで分かります。まず、３万人の名簿の中からひとり暮らしの高齢者を

選び出して、あとは電話帳とかけ合わせするんです。そうすると、ひとり暮らしの高齢者の電話

番号が分かります。それを悪用して振り込め詐欺をしていた思われる例です。 

 こういうケースを挙げたらきりがないくらいたくさんあります。余り不安をあおってはいけな

いのですけれども、今という時代はどうも個人情報を犯罪に悪用する人がいて、そのノウハウが

急速に広がっている時代なのです。 

 ついでに怖い話をしておきますと、三重県で県立高校に泥棒が入りました。やはり名簿が盗ま

れました。事故報告書を見てびっくりしたのですが、女生徒の名簿だけ盗まれているのです。こ

ういう時代ですから、名簿を盗むことが目的でなく、名簿盗んでから何か悪いことをしようとす

る時代ですので、皆さんが日々扱っている名簿は本当に慎重に慎重を期して守らないと、万が一

ということを考えると非常に怖いのです。 

 さて、レジュメでは個人情報保護の必要性として、次に「信頼の低下」を挙げました。これは

自治体だけでなく事業者もボランティア団体も避けたいものです。仮に犯罪に悪用されることが

ないにしても、こういうご時世ですから、万が一流出や漏えいがあった場合は、社会的評価がが

た落ちになります。個人情報をなくしたりしたら、本当に企業の業績にも大きな影響を与えます。

これは自治体も同じです。99.9％の自治体職員はまじめで、個人情報の漏えいがないように努力

しています。たまに不まじめな人や、またはうっかり者が現れて、その人が事件を起こすと自治
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体全体の評価が下がってしまうわけです。 

 だから、こういう機会を通じて、本当に気をつけるように注意喚起するのです。問題は単に信

頼低下だけではなくて、場合によっては損害賠償にまで発展しますよということで、宇治市のケ

ースを挙げました。今までだったら、「個人情報が漏れていました。ごめんなさいね」と住民に

説明すれば、「これからは気をつけてくださいね。」でおしまいでした。ところが今は、裁判が身

近になっているということもあって、中には、「私の個人情報を漏らした責任を問う」、具体的に

は「慰謝料をよこせ」という裁判を起こす人も出てきます。京都府宇治市で起きたのは、数年前

なのですが、職員が、市の仕事をしている業者さんに個人でいうと約19万人のリストを、仕事に

必要だからということで提供したのです。ところが、その業者のアルバイトさんが、このリスト

を売ってしまったのです。大体幾らぐらいかというと１人１円強です。実際にそのアルバイトさ

んが名簿を売って得たお金は二十数万円でした。それが発覚して、宇治市は相当反省しまして、

市長さんもわび状を出したりして対応に追われたんですね。そこで一件落着のはずだったのです

が、市議会議員１人を含む３人の住民が裁判を起こしたのです。私の個人情報が市のミスによっ

て漏れちゃった、その責任を問うということで、慰謝料よこせという裁判を起こしたわけです。

２年前の７月に最高裁判決が出ました。結論から言うと宇治市は負けて、慰謝料を払うことにな

りました。慰謝料額は大したことないですよ、１人１万円です。１人１万円ですから、３人で３

万円です。「何だ」と思うでしょう。ところが、これは結構重たい判決なんですね。もう一度確

認しますが、19万人の住民がいます。たった３人が裁判起こして、１人１万円もらえたわけです。

残りの19万の人は、もらえないのでしょうか？─もらえるはずですね。同じように個人情報を漏

らされてしまったのですから。あくまでも理屈の話ですが、残り19万人全員が裁判を起こしたら

宇治市は１人１万円ずつ払わなければいけません。つまり19億円の慰謝料になる可能性があるの

です。変な言い方ですが、宇治市民は今なら漏れなく１人１万円もらえます。例えば私が宇治市

の住民で一家10人だとすると、裁判起こせば10万円をもらえるのです。宇治市は最高裁で負けて

いますから、裁判を起こすまでもないかもしれません。北海道のスーパーマーケットで、食肉の

表示ミスめぐる返金騒ぎがありました。あの事件のように、宇治市でも19万人の行列ができても

おかしくない状況にあります。ただ、宇治市の住民は皆さんきちんとした方ですので、そういう

ようなパニックにはなっていません。皆さんも、何らかの個人情報を持っていると思います。も

しそれを流失させてしまったら基本的には１人１万円が「相場」だと思ってください。宇治市の

委託した業者が漏らしてしまった情報は、先ほどの４情報と同じです。つまり住所、氏名、生年

月日、性別ですが、この程度でも１人１万円です。尾ひれというんですか、そこにいろいろな個
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人情報がつくと２万円、３万円、５万円と上がる可能性があります。この間、神奈川県内の公立

学校の広報で、その子が障害者であることがわかる記述をしたことに対して、20万円の慰謝料を

認める判決が出たそうです。 

 もう一度確認します。皆さん万が一、個人情報を誤って流失させた場合は基本的には１人１万

円ですが、健康状態であるとか、今言った障害があるかないかとか、または財産がどのぐらいあ

るかとか、尾ひれがつけばつくほど賠償額は上がっていくのです。今、事業者は相当に損害賠償

を恐れています。例えば、昨年、ＹＡＨＯＯ！ＢＢという会社が、情報漏えいに遭って、たしか

四百数十万人のお客さんのリストが漏れてしまいました。これを、今の理屈でいうとどうなりま

すか。仮に400万人とすると、慰謝料総額は400億円です。確かにダイエーホークスを買収するぐ

らいお金があっても、400億円の慰謝料というのは半端な額ではありません。そこで損して得と

れと考えたのかもしれません。会員の方もいらっしゃると思いますが、会員への謝罪とともに

500円の商品券を配ったのです。慰謝料１万円が500円になるんですから20分の１ですが、それで

もすごい損害です。示談はそういう相場になっていて、業者が流失させた場合、大体500円でけ

りつけることが多いようです。 

 先日も、鴻巣市の職員研修でお話をしたら、職員の方がご質問に立ったんですが、その方はガ

ソリンスタンドのカード会員でした。そのカードのデータが漏れてしまい、おわびの手紙が来た

そうです。手紙には「おわびにリッター当たり５円お負けします。ただし、100リッターまで」

ということが書かれていたそうです。１リットル５円で100リットルまで値引きするから、総額

500円です。今言ったみたいに裁判になったら１万円、そうじゃない場合500円の商品券でおわび

というのが世間相場です。 

 あともう一つ個人情報保護の必要性として、懲戒処分のことを挙げておきました。今日は職員

の方もいらっしゃると思いますが、個人情報を誤って扱った場合に、もちろんお縄になる、逮捕

される場合もあります。しかし、多くの場合は懲戒といって、例えば停職とか減給という処分を

食らうということになります。我々がつかんでいる懲戒処分事例の中で、免職ではありませんが

停職で一番重いケースとして、岡山県の事例をレジュメに挙げました。「知人に対する生徒の個

人情報の提供」と書いてありますが、学校の先生が友達に生徒の情報を渡したという事例です。

でも、渡した個人情報はたった１人で、その生徒の名前と生年月日と住所だけです。だけれども、

処分は停職３カ月になりました。これは、かなり重い懲戒処分です。どんな個人情報を漏らした

かだけで賠償額や処分が決まるのではなくて、何のためにそれが使われたかも重視されます。こ

の事例では、知人は税金逃れに悪用することが目的でした。だれかをアルバイトで雇ったことに
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して経費に算入したいと考えたのでしょう。そこで、友達の高校の先生に、おまえのところ生徒

１人貸してくれないかつまり名義貸しを頼んだのです。これに応じてしまったため、たった１人

の個人情報でしたが、３情報だけでも停職３カ月になってしまったのです。 

 あと個人情報保護の必要性としてレジュメに挙げたのは「市民意識の変化」です。これは激変

と言ってもいいほどの変化なのです。内閣府が2003年に世論調査の結果を発表しましたが、それ

によると、自治体や国の機関、又は民間の事業者が、個人情報を漏らしてしまうのではないかと

いう不安を持っている方が約69％いました。平成元年に同じ調査をやっています。そのときには、

たった40％です。15年で30％も不安が増大したのですから、まさに激変です。 

 約69パーセントの不安といっても細かく見てみると世代間格差がすごくあります。一番不安を

抱えている層は30代で、約90％が不安を持っているのですが、70代になると不安は40％台しかあ

りません。「今の若い者は」じゃないですけれども、いろいろな意識の違いがあるのはしようが

ないですけれども、個人情報保護について言うと、世代間の格差というのはすさまじくあるんで

すね。70代が１だとすると30代は２で、１対２もの開きがあるのですから。 

 今日いろいろなお立場の方いらっしゃると思いますが、例えば児童委員や民生委員の平均年齢

が20代、30代なら何も問題がないんですね。ところが、どこでも今なり手がなく、ある意味では

いいことだと思いますけれども、高齢化もしている。経験を積んだ方がなっている。そういう中

で、現場で20代、30代の若い世代と接するお仕事をなさっている方の意識変革を急いでいかない

と、これは大変なことになるというふうに思っています。もちろん民生委員、児童委員の皆さん

は個人情報保護に気を付けていらっしゃいます。けれども、一つの傾向としては、今言ったみた

いに、ご高齢になればなるほど、個人情報についての危機感が薄れ、若い人になればなるほど強

くなる。このギャップをどう調整するのかが課題です。特に今年は国勢調査があります。町内会

の役員の方とか、また民生委員、児童委員の方とか、今まで自治体と一緒にやっていらっしゃっ

た方々が大勢担当なさっています。この調査員の皆さんも、今言ったみたいに調査をする側と調

査を受ける側のギャップを意識していかないと、トラブルの原因にもなりかねません。 

 今日お越しの方々は皆さん意識が高い方だと思いますが、正直言いましていろいろな例が出て

くると思いますので、やはり意識ギャップというのもぜひ気ついていただきたいです。ギャップ

は役所の中でもあります。管理職と一般職の年齢の違いが、個人情報の扱いについての意識の違

いを生み出しています。ちなみに、世代間格差の背景にあるのは何だかお分かりですか。なぜ20

代、30代が不安を持っているのかというと、携帯電話とかインターネットをしょっちゅう使って

いて、危ない経験がたくさんあるからです。怖さが実感できているんですね。ところが、年配の
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方は携帯電話とかインターネットを多くの人が使っているわけではないですので、その辺がちょ

っと見えづらいために、個人情報に関する意識格差が出てくると思います。 

 いずれにせよ、多くの市民はこのように不安を感じています。ただ、世論調査というのは気を

付けて見なければいけません。約69％が不安を感じるといっても、不安ですかと聞かれたら、ど

ちらかと言えば不安かなという人が多いので、ある意味ではあいまいな人も含めた数字です。個

人情報の取扱いの不安としてもっとリアリティーのある数字が国勢調査の封入提出率なのです。

前回の国勢調査から封筒に入れやすくなりましたが、一体、全世帯のどのくらいの人たちが国勢

調査の調査票を封筒に入れているかという数値があります。埼玉県の場合は県平均で約25％、つ

まり４世帯に１世帯は、封筒に入れて出していました。聞かれれば「それは不安だよ。」と言う

あいまいな人も含めて約69％いますが、現に封筒に入れるという、不安から行動に出るわけです

から、より強い不安と言えます。それが埼玉県では４世帯に１世帯、全国平均でも５世帯に１世

帯あります。 

 強い不安を持って行動に出る人は大体二、三割だと思ってください。これに関しては面白い一

致があります。何がというと、横浜市が、住民基本台帳ネットワークが始まったときに、「不安

な人はパスしていいですよ。」と選択性を導入したのが、当時の人口約350万人のうち約84万人の

方が「私の個人情報を住基ネットに乗せたくない」と言ったのです。これが全人口の約24パーセ

ントです。国勢調査で封筒に入れた人の割合と、住基ネットをパスした人の割合はほぼ同じなん

ですね。 

 個人情報を扱う側がこれまでと同じやり方をしていても、扱われる側・市民の意識が変わって

しまったので、「一体、何やっているんだ。」と叱られることにもなりかねません。私自身を含め

て個人情報を扱う側のあり方を変えていかなければいけません。私も、予備校講師をやっていま

すから、日常的に個人情報を扱っています。一方で、NPOで個人情報保護の大切さを訴える仕事

をやっていますので、すごく配慮するのです。例えば、生徒の志望大学や学部を、絶対授業の中

では言いません。「おまえ、何々大学行きたいんだったら、そんなことじゃだめじゃないか。」な

んて絶対言えません。また、答案も個人情報です。私は小論文を教えているのですが、答案のサ

ンプルを授業で使うときには、必ず本人同意をとります。私のクラスでは「いけにえ」と言って

いて、いけにえになりたい人の同意を得た上で、なおかつ、その人の答案を匿名で使うようにし

ています。つまり市民意識の変化に対応するために何をしたらいいかというと、今言ったみたい

に、答案を配られる生徒の側に立って、または、個人情報を扱われる側に立って配慮するという

ことです。必要以上に自分をがんじがらめにすることはないので、個人情報保護はお作法ぐらい
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に考えてください。相手に失礼がないように、不快感が残らないように対応していくのが市民意

識の変化への対応のかぎになると思います。 

 これで前半の話を終わりまして、次に脅威Ａ・Ｂの話をします。脅威Ａとは法令違反を理由と

した処罰が相当なものを言います。場合によってはお縄になる、逮捕されるような個人情報の取

扱いの話です。ただし、これから言う処罰とは、一般の市民とか民間の事業者に対するものでは

ありません。朝霞市の条例にも罰則規定がありますが、原則は市の職員が対象で、もう一つは市

から委託を受けた業者が含まれます。罰則規定についてはマスコミの報道を見ても、すごく誤解

があります。「今度、個人情報保護法ができました。こんな義務が書かれていますよ。業者の皆

さん、気を付けてくださいね。なおかつ刑罰もあります。」というふうに言うと、ルール守らな

いと牢屋入りかなと誤解しちゃう人がいるし、あたかもそういう報道があります。しかし、個人

情報保護法による処罰というのは、義務違反を直接に罰するものではありません。たとえば、業

者さんがルールを守らない場合があるとしますね。そのときに役所の方で、「あんたのところの

苦情があったんだけれども、個人情報をどうやって扱っているんですか。」といったときに、う

その報告をしたり、又は、報告しないなど、そういう行政の関与を無視したときに初めて処罰す

るものです。これから話す条例上の罰則規定も市民や一般の事業者を対象とするものではなく、

基本的に朝霞市の職員と受託業者の話だと思ってください。 

 従来までも刑罰はありました。それは守秘義務違反で、秘密を守るべき職員が守らないと１年

以下の懲役または３万円以下の罰金になりました。ただ、個人情報保護法を制定するときに、３

万円では安すぎるとの指摘もありまして、国の行政機関を対象とした法律では職員等に対する処

罰が強化されました。これを受けまして、今度、朝霞市でも４月１日にスタートした条例で処罰

を強化しています。一つは電算処理個人情報データファイルの提供ですが、簡単に言うとコンピ

ュータに入った名簿・個人情報です。これを漏らしたら２年以下の懲役、守秘義務違反に比べて

懲役が倍になりました。罰金も100万円以下に上がっています。ほとんどこれに該当する事例は

今までありませんでした。それぐらい自治体の職員とは、皆さん一般市民の個人情報をきちんと

守ってきたのですが、ついこの間、横浜市で起きてしまいました。横浜市の市立病院の先生が患

者のデータを漏えいしたのです。ある市立病院が民営化されることになったのを機に、病院のお

医者さんが何人か辞めたんです。辞めて、ほかの病院で勤めるのは別に何も問題はありません。

ところが、辞めるときに、お土産を持って行ってしまったのです。お土産って、虎屋の羊羹とか、

ああいうのではなくて個人情報のお土産です。似たような話は先物取引の悪質商法の世界でもあ

りました。例えば、かつて豊田商事がつぶれたときには、元社員が被害者のリストを持ち出して、
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それを次の悪質商法の会社へお土産として持っていきます。市立病院のお医者さんも、似たよう

なことをやってしまったのです。何で発覚したかというと、患者さんに再就職先の病院名で年賀

状を送ってしまったからです。患者にしてみれば、自分が通ったこともない病院から年賀状が届

いたのです。「えっ、何で私の住所知っているの。」と不審に思っていたら、どうも市立病院から

Ａという病院に移ったお医者さんが、お土産で患者データを持ち込んでいたことが分かったので

す。病院に通っているかどうかは非常に重要な個人情報です。例えば、政治家の病気は厳重に秘

密が守られます。入院しているかどうかで、それこそ政治家の生命にかかわるからです。それぐ

らい重大な個人の秘密を簡単に持ち出してはいけません。しかも1200人分の個人情報だったので、

これを記憶できる人はいません。どうもコンピュータデータとして持ち出されたようです。患者

さんのリストは個人の秘密に当たりますから、それを漏えいしたということで、電算処理個人情

報データファイルの提供に当たります。 

 また、朝霞市の条例には、マニュアル処理個人情報データファイルの提供を処罰する規定があ

ります。これは１年以下の懲役又は50万円以下の罰金で、コンピュータデータに比べて少し軽く

なっています。例えば1,000人の手書きの名簿が漏らされたケースがこれに当たります。こちら

では、そういう漏えい事件はないと思いますけれども、千葉市で最近とんでもない事件がありま

した。産廃処分場に反対している人のリストを業者に渡してしまったのです。これは、構成要件

といって犯罪に該当するかどうか非常に微妙なケースなんですけれども、当事者である市民から

刑事告発が出ています。 

 不正利益目的で個人情報の提供、盗用も、同様の刑罰が規定されています。先ほどから強調し

ているように、ほとんどの自治体職員は個人情報を正しく扱っています。朝霞市もそうです。け

れども、全国的に見ると、残念ながら不正利益目的の漏洩事例があります。佐賀市職員が友達に

住基情報を提供したのです。ちなみに住基情報というのは住民基本台帳情報です。自治体におけ

る個人情報保護を進めるため、私達は問題事例集をつくるので、その事故報告書を入手しました。

それによると、この職員は友達に頼まれて、つき合っている女性の素性を調べて渡したそうです。

当時、その職員は保険年金課に勤務していましたが、その仕事でＡさんの住基情報が必要だよと

偽って引き出しました。素性というのは、本籍か前科ではないかと思います。住民基本台帳には、

本籍や選挙人名簿登載の有無、つまり前科などいろいろな個人情報が載っているのです。例えば、

被差別部落に対する差別がありますが、素性を知りたいというのは、その女性の本籍を確認した

かったのかもしれません。そういうふうに友達に頼まれたら、ほとんどの職員は「それは幾ら友

達でも無理だよ、答えられないよ」というふうに言うはずなのですが、残念なことに、答えてし
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まった職員が佐賀市にいたのです。 

 その職員による漏えいは１回限りではありませんでした。また同じ友達から頼まれて、今度は

別の女性家族の素性を職務と偽って調べ、渡してしまったのです。１件目はばれなかったのです

が、この２件目はなぜか知らないけれども相手にばれてしまい、漏えいした職員は停職１カ月と

いう懲戒処分を受けています。これは、まさに不正目的による提供に当たります。個人の素性を

知りたいために自治体の情報を横流しするなんて、絶対あってはいけないことで、正当な行為で

はありませんから、罰則規定があれば１年以下の懲役や50万円以下の罰金になるでしょう。 

 埼玉県でも実は不正利益目的の盗用があったのです。県職員の名誉のために言っておきますが、

たった１人だけです。県の出先機関の職員だったのですが、うその照会をして、ある人の戸籍や

住所を調べていたのです。目的はストーカーです。彼はストーカー行為で３度も逮捕されている

のですが、県をクビになった直接のきっかけが個人情報の盗用です。盗用というのは自分のため

に個人情報を盗む、用いるということです。桶川のストーカー事件と同じのですが、ストーカー

相手の女性に逃げられて、捕まえられないときは、その女性の周辺にいろいろな圧力をかけてい

くのです。たしか、桶川の事件のときも、彼女が住んでいる地域にチラシまいたりとか親の会社

に電話がいったりとかありましたが、この県職員も同じ動機で、職権濫用で親戚の個人情報を入

手したと思われます。出先機関に勤めていましたから、所長の印鑑を勝手に押して、熊谷市役所

に「これこれこういう人の本籍をお送りください。職務上必要です」とやったのです。やたらめ

ったにある話ではないのですが、豊島区でも職員のストーカーが個人情報を悪用した例があり、

残念ながら全くないわけではありません。ストーカーという目的は正当ではないですから、その

ために個人情報を使えば当然処罰されます。 

 最後に、職権濫用による個人の秘密の収集を挙げます。犯罪がらみではない、のどかな話なの

ですが、千葉県の社会保険事務所の職員が、友達の住所が分からないので調べてしまったという

ケースです。皆さんも同窓会リストを作りますよね。そうすると、住所欄とか職業欄が空欄にな

っていて、あの人は今、何やっているのだろうかということがあります。本人が言いたくない場

合もあるでしょうから、それはそれでしようがないですよね。ところが、社会保険事務所の年金

データベースを社会保険事務所の職員が使って、友達の所在を探し出してしまったのです。例え

ば、同窓会の幹事が、「いや、困ったよな。今度同窓会があるのだけれど、案内が送れないんだ

よ。34人ほど住所が分からないんだ。何とかならないかな。」という相談を持ちかけたのでしょ

う。私が社会保険事務所の職員だとします。「そんなの、もう朝飯前だよ。うち、データベース

あるから一発で分かる。」とか言って調べてあげて、同窓会の幹事に渡したのです。さらに、年
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金データベースを見れば、その人がどこで働いていたかが分かります。例えば、小泉首相が三福

不動産というところに勤務していて、そこで年金保険料を払っていたという報道がありました。

何でそんな大昔の話が分かるのかといえば、年金データベースに載っているからです。だから、

同窓会の友達のＡがどういう職歴かも分かります。同窓会が現にありました。久しぶりに友達に

会いますね。我々もよく友達に会うと、「いや、久しぶり。今、何やっているの。家族どうして

いるの」と話しかけると、「今、おれ、こういう仕事をやっているんだ。実はいろいろ大変で

さ」と、仕事や家族のことを話しますよね。これはいいんですよ、本人が言っているのですから。

ところが、本人が言う前に、「奥津、おまえもいろいろ大変だったな。勤めた銀行は全部がつぶ

れるたり、統合されて、本当、苦労が絶えないな。」といきなり言われたら、言われた側はどう

思いますか。自分は何も言っていないのに、相手が自分の職歴を知っているのですよ。「何で、

おまえ知っているんだ。」と聞けば、「いや、おれ、年金データベース使えるから一発だよ。」な

んて、答えたのでしょうか。おそらく、そんなやり取りがあって、社会保険事務所に苦情が入っ

たのでしょう。それで調べたら、どうもその職員がのぞき見ていたと分かったのです。犯罪目的

に使われたわけではないので、のどかな話です。ただ、仕事のために使うデータベースを自分の

ために使ったし、知られた側は不快ですよね。これで、昨年、今ごろの時期、話題になった、国

会議員の年金保険料の未納がなぜばれたかがお分かりになったと思います。ちなみに、この職員

は正確に言うと社会保険事務所の非常勤職員です。正職員と非常勤職員で分けてはいけないのか

もしれませんが、セキュリティの観点でいうと、データベースを扱える人は限定する方がいいで

すね。100人職員いて、100人全員が使えたら危なくてしようがないです。だから、データベース

に入れる人を５人とか10人に絞るのは当然だと思っていました。ところが、社会保険事務所では

非常勤職員も含めてデータベースを使えてしまうのです。その後の朝日新聞の報道でびっくりし

たのですが、社会保険事務所の職員がデータベースに入るにはＩＤカードとパスワードが必要な

のですが、職員数以上のカードが発行されていたというのです。個人情報ののぞき見は本来あっ

てはいけないのですけれども、少なくても社会保険事務所についてはかなりの数にのぼることが、

今、自民党などの部会でも報告されています。例えば、江角マキコさんが保険料を払っていなか

ったのを確認したり、松田聖子はどうなんだとか、いろいろ調べていた職員がかなり大勢いたと

いうことです。今、笑い話風に言いましたけれども、実は極めて深刻な事件でありまして、これ

まで以上に、こういうことを防ぐように朝霞市は罰則規定を含めた条例改正をしたのです。 

 朝霞市の条例では「受託者の不正行為」も処罰対象になります。これに関する例を挙げました。

愛知県半田市が事務組合を設けて斎場を持っていました。それを直営で組合とか市がやるわけに
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いかないので、民間の事業者に管理や運営を任せていたのです。今までちゃんと管理運営してい

たし、会社自体もしっかりしているところなのですが、たった１人の職員が悪いことしてしまっ

たのです。レジュメに書いてあるように、斎場利用者の個人情報を仏壇業者らに提供したのです。

役所が持っている個人情報には商品価値が高いものが結構あります。そのうちの一つが斎場利用

者情報です。業者にしてみれば、最近亡くなった方の情報をなるべく早くつかみたい。ご遺族は

まだ仏壇も用意していないかもしれないし、お墓がないかもしれません。斎場利用者情報には、

そんなご遺族の名前が載っているわけです。これを手に入れれば、お墓はもうご用意できていま

すか、仏壇のご用意は大丈夫ですかというふうに働きかけやすいのです。 

 関西の斎場の職員に以前聞いたのですが、時々業者さんから電話がかかってくるんだそうです。

それは「あんたの持っている情報、売ってくれないか」という内容の電話です。誘いに乗って売

ったりしたら守秘義務違反ですから、職員は絶対やりません。けれども、相当しつこく言ってく

るそうです。そういう話を私にするぐらいですから、その職員は絶対にやりませんでした。とこ

ろが、愛知県では、職員ではなくて受託した業者の従業員でしたが、業者の誘いに乗ってしまっ

たのです。委託がいけないということではありません。委託される側の会社と、委託する側の自

治体が、同様に事件を起こさないよう、きちんと管理すべきだということです。自治体職員の方

にはよく言うのですが、委託をしている場合は時々委託先に遊びに行ってほしいのです。遊びに

行くというのは、ふらっと顔を出すことです。確かに、契約書に個人情報保護をちゃんとやりま

すと書いてありますが、それで安心するからいけないのです。契約書に書いてあるだけではなく

て、日常的にそれが守られているかどうかを、時々ふらっと立ち寄って確認したらどうでしょう。

「個人情報保護法ができて、この間、奥津とか言うわけの分からないやつが来てちゃんと管理し

ないと大変だって講演してたけど、あんたのところは大丈夫か。」とか言うと、委託先もちゃん

とするはずです。人間というのは、だれかに見られているとか、だれかのチェックが入るという

ことで、自らをきちっとコントロールするので、委託先ともそういう関係を作らないと正直危な

いと思います。 

 時間もないので端折りますけれども、朝霞市はこの４月１日に新たな条例を施行しまして、今

挙げたような罰則を盛り込みました。今まで朝霞市では事件はなかったけれども、人間というの

は弱いものですし、全国的に見ているといろいろなトラブルもあるので、きちんとこういう罰則

を設けて未然防止をしようというふうに努めているというふうにご理解いただきたいと思います。 

 私も、こういう刑罰の話をするのは好きではありません。何でかというと、処罰されるから悪

いことをしないというのは本来的なあり方ではないからです。できれば、今日みたいな機会をあ
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ちこちで持っていただいて、個人情報の管理について一人一人が確認をして、気をつけてもらう

のが大切です。「これをやったら、おまえ懲役２年だからな。」と脅すのは余りいい社会ではあり

ません。 

 そこで、残りの時間を使って、「脅威Ｂ」の話をします。これについては、先ほどの罰則のこ

とを含めて、朝霞市が出した手引が大変参考になります。先ほど職員の方の話を聴いてびっくり

したのですが、私もあちこちの自治体に行きますが、こんなに内容の充実した手引は初めて見ま

した。しかも、それを職員の方がご自分たちでつくったというのは敬服に値する話です。それぐ

らい分かりやすく書いてありますので、何かの機会があったら、入手して、ぜひ参考にしていた

だきたいと思います。 

 そこに書いてあることを、ごくかいつまんで紹介します。これから話す脅威Ｂは、「漏えいや

流出に気をつけましょう。」ではなくて、個人情報を扱うときには「条例が定めた義務を遵守し

ましょう。」というもので、さっき言ったお作法の部分です。例えば、初めに挙げたのは「条例

違反の収集」です。どういうものかというと、レジュメではチェックシート形式にして表現しま

した。そこでは、「個人情報の収集は例外なく利用目的を明確にしていますか。その目的達成に

必要かつ最小限の範囲にしていますか。」、平たく言うと、やたらめったら個人情報を集めていま

せんかと問いかけています。不必要な個人情報の収集を分かりやすいケースで説明しましょう。

ホテルに泊まるときに宿泊者カードみたいのを書きます。そこには、男か女か性別を書く欄や、

昔だったら明日の行き先などの欄がありました。ホテルからしてみると、宿泊者の氏名や、何か

あったときの緊急連絡先ぐらいは知っておいた方がいいですが、性別は必ずしも必要な情報では

ありません。明日はどこかへ行っちゃうのですから、行き先は知らなくても業務に支障はありま

せん。 

 今までの習慣でいうと、必要性を考えず、やたらめったら個人情報を集めていたところがあり

ます。そういうケースをレジュメに事例として挙げてあります。 

 東大阪市の保育園の園長さんが、緊急連絡を名目にして保育士さんの本籍を集めていたのです。

緊急連絡で必要なのは自宅の電話番号とか携帯電話の番号ですよね。また、本人が倒れたりする

といけないですから、ご家族の、例えば夫さんとかお子さんの連絡先も場合によっては必要にな

るかもしれませんが、本籍はいらないですよね。けれども、この園長さんは必要のない本籍とい

う個人情報を集めていたのです。本籍は社会的差別の原因となり得る情報です。それを集めてい

たのは、ほかに何か理由があると誤解されかねません。不必要な個人情報を集めないことは、民

間事業者も全く同じように守らなければなりません。お客様の情報管理のために必要な情報と要
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らない情報があると思いますが、少なくとも集められる側からすると強制的に出さなければいけ

ない情報は、何らかの目的がなければなりません。 

 かつて横浜市で、こういうケースがありました。障害者のリハビリセンターを市が運営してい

たのですが、リハビリセンターを利用する障害者の個人情報120項目を集めようとしたのです。

確かに障害者が利用する施設ですので、障害の状況とかいろいろ細かな個人情報が必要です。し

かし、利用する側からすると、疑問がたくさんあります。「120項目も、私の個人情報を出さなき

ゃ、リハビリセンターを利用できないのですか。」、「リハビリセンターとして必要な情報はもっ

と少ないんじゃないですか。」ということで、障害者の団体と市が協議しまして、最終的には20

項目だけ出せばいいということになりました。市の方も少なくとも20項目はないと、責任持って

障害者の方を預かれませんので、個人情報の利用目的を考え必要最小限の項目に限定したのです。

残りの100項目についても、市は興味本位で集めていたわけではありません。できれば100項目も

収集したほうが、何か業務に役立つこともあると考えていました。そこで、100項目については

まったく集めないのではなくて、任意で集めることにしました。インターネットで事業者が個人

情報を収集するときに、アスタリスクという印がついている項目があります。これは必ず記入す

べき必須の項目で、例えば、旅行でホテルへ申し込むと、住所、氏名、利用人数、連絡先などを

記入しないと申込みは成立しません。一方、今度どこに旅行したいですかという質問項目もあり

ますが、これは任意の項目なので入れなくても利用できます。 

 個人情報をやたらめったら集めないためには、一つは、今言ったみたいに目的から見て必要最

小限に限定することです。それ以上に個人情報を収集したいときは、本人の意思にゆだねるよう

にするのです。福祉の現場なんかはそうですよね。立ち入った話を聞いてはいけないけれども、

ある程度聞かないと仕事ができない場合もあります。大切なのは、本人がそれに同意しているか

否かで、あくまでも相手に応じて調整をしていけば大きな問題にはなりません。 

 個人情報の収集で、本籍以外に問題となるのが性別です。男か女かがわからなければ仕事がで

きないケースはそんなに多くありません。それにもかかわらず、慣例的に今までも集めていたか

らといって集めるのはまずいでしょう。先ほど例に挙げた宿泊カードは、本当ならば書式を全部

変えた方がいいと思います。 

 個人情報の収集に関する２つ目のチェックポイントは、思想、信条、宗教、犯罪、病歴や社会

的差別の原因となる事実に関する個人情報の扱いです。これらをセンシティブ情報と言いますが、

条例では原則として集めてはいけないとなっています。ただし、これを集めないと仕事にならな

いところも、たくさんありますよね。例えば、朝霞市は選挙事務をやっています。公民権停止と
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いうことで禁錮以上の刑に処せられた人は、その期間は選挙権がありません。その人の前科を持

っていないと仕事ができません。目的範囲内の収集は例外なくですが、ほかはあくまでも原則禁

止で、一定の場合に例外は認められます。皆さんは日常業務の中でいろいろな個人情報を扱って

いると思いますが、その内容を思い出して、センシティブ情報を扱っていないか確認してみてく

ださい。仮に原則として認められていない個人情報を集めてはいても、例えば法令に根拠がある

とか、本人同意を得ているなどの例外的に認められることがあります。たとえば、相談業務を通

じた個人情報の収集は、立ち入った内容でも本人が話したことであれば何も問題ありません。私

も以前、ボランティアで子供の悩み事の電話相談をやっていましたが、こっちが聞かなくてもし

ゃべってくるケースもありますね。こういうときに、保護条例がありますからお聞きできません

と言えないですから、今の理屈でオーケーになると考えてください。 

 ですので、例外的な扱いをしている場合は、その根拠は明確かとレジュメでは尋ねたのです。

例えば、第三者から個人情報を集めてはならず、できれば本人から直接聞かなければいけないと

いう原則もあります。伝言ゲームのように、５人の人を通じて情報を流していくと内容が変わっ

ていってしまいます。個人情報を正確にするために、本人からの直接収集を原則にするわけです。

ところが、生活保護のケースワーカーの場合、本人が本当のところを話してくれないケースもあ

ります。ですから、資産調査のように第三者から個人情報をとることを法律が認めており、そう

いう根拠があれば例外的な扱いも可能です。 

 何を例外として認めるかで、三重県で問題になったのは、がん検診を受けた人の追跡調査です。

検査を受けてガンと診断された人たちが、その後どういう生活をして、どういう状況なのかを追

っかけることを地域医療でやってきました。そのときに、一つ厄介なのは、本人から個人情報を

直接とらなければいけないとなると、「奥津さん、この間、ガン検診を受けましたよね。それで、

ガンだと診断されたんだけれども、その後どうですか。」と聞かなければなりません。本人が知

っていればいいですが、ガンの告知を受けていない人に、いきなり保健所職員がやってきて、

「あなた、ガンですけれども、その後どうですか。」と言われたら大変なことになります。これ

については、本人ではなくて、第三者から個人情報を収集していいですよと、審査会が認めまし

た。 

 先ほど言った本籍についても、例外的な扱いができます。ある社会福祉協議会で話をしたとき

に、そこで特別養護老人ホームを持っていました。本籍は業務に必要なければ集めない方がいい

ですよと言ったら、「うちは、本籍を集めているんですけれども、どうしましょうか。」というご

質問がありました。何で本籍を集めているかというと、そこの特別養護老人ホームにお母さん、
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お父さんを預けっぱなしにして消息不明になってしまう例があったからです。例えば、Ａさんと

いうおばあさんがお亡くなりになります。普通であれば親族に連絡がとれるんですが、もし連絡

がとれない場合は戸籍からたどっていくことができるかもしれないと考えたようです。入所のと

きに本籍をいただいておかないと、万が一の事態に対応できないという話でした。私は、質問な

さった方がそういうふうにご説明なさるので、そこまで説明できているなら大丈夫ですよと言っ

たのです。つまり、先ほどから言っているように、やたらめったら無意味に無目的に集めるのは

だめです。ただ、業務にこういうふうに必要で、これがないとほかの情報では何もできないのだ

ということが説明できれば何も心配することはありません。 

 また、条例上の義務として目的の範囲内での利用・提供が定められていますが、これを守らず

利用提供することも脅威Ｂです。これは、やたらめったら気前よく「はい、これ個人情報で

す。」って配ってはいけないという当たり前の話です。なお、利用提供をもう少し正確に言いま

すと、利用というのは個人情報を機関内部で使うことで、提供というのは外部の機関に出すこと

です。 

 ある自治体でこういうご質問がありました今、全国的に、学校関係の費用を払わない世帯が増

えているようです。教育委員会にしてみれば、たとえば給食費を何とか払っていただきいし、各

世帯が実際に払えるのか払えないのかを知りたいので、その人の所得を調べたいがどうしたらよ

いかというのが質問の内容です。税務課に行けばその人の所得が分かります。つまり年収1,000

万円なんだけれども給食費払っていないのか、それとも、本当に年収が少なくて、かつかつの生

活で苦しいから払えないのかを教育委員会は知りたいのです。実際に税務課に対して依頼があっ

たそうです。課税のために持っている個人情報を、給食費の未納問題のために使うことはできな

いというのが私の答えです。やはりこれは目的外の利用に当たると思います。 

 次に、根拠がない目的外利用として、もう少しのどかな例を挙げます。今、中学校や高校の部

活動に入る生徒が少ない学校もあるようです。これに関して島根県や鳥取県で問題になったのは、

野球部の顧問の先生が、部員勧誘のために内申書を利用してしまった例です。野球部経験のある

新入生をピックアップするために、受験のときに提出された内申書を監督が借用したのです。別

に悪用するわけではないので問題はなさそうですが、そうではありません。内申書はその子の受

験のときに、合格、不合格を決める資料としてもらってきたものです。部活動の勧誘をするため

のものではないので、部活動の勧誘に使うのは目的を越えて利用していることになり、条例上は

認められません。この件が発覚してから、慌てて県の教育委員会が調べたら、結構あちこちでや

っていたことが分かりました。そして、県教委は「本来特定の目的で使わなければいけないのを、
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ほかの目的で使っていました。」と条例違反を認めました。 

 役所を信用していいと思うんですが、余りこういう目的外利用のケースはありません。どちら

かというと問題になるのは、目的外の外部提供です。いろいろなケースがありますが、近くの鳩

ヶ谷市であったのは、社会福祉協議会がボランティア団体に高齢者名簿を貸してしまった例です。

福祉の場合は、個人情報を積極的に利用しなければ仕事ができませんが、条例や法律ができると、

これもだめ、あれもだめという感じで、怖くて個人情報にさわれなくなるのです。ボランティア

団体が高齢者名簿を利用するのが絶対にいけないわけでなく、ボランティア団体が高齢者名簿を

利用するのが絶対的にいけないわけでなく、お作法にのっとって使えばいいのです。これは何が

お作法違反かというと、市は社会福祉協議会が利用することを前提に、高齢者名簿を渡したので

す。ところが、それをボランティア団体に又貸ししたために条例違反を問われたのです。 

 お作法にのっとってどうあるべきかというと、一つは、社協が高齢者名簿を貸してもらうとき

に、ボランティア団体のＡ、Ｂ、Ｃが、こういう目的で使いたいと言っているからと説明して、

市の了解をいただくことです。または、市が直接ボランティア団体に渡して、この個人情報は漏

れないようにしてくださいねと約束をする。そういう手続をちゃんとすることが、お作法です。

だから、ボランティア団体が、市が持っている個人情報を絶対に使ってはいけないというふうに

誤解しないください。 

 ぼちぼちと最後の話に入りますが、脅威Ｂで全国的に最も多いのは条例違反の不適正な管理で

す。今、新聞やテレビで個人情報の不祥事として報道されるものほとんどが、こうした管理ミス

に関する事件です。 

 管理ミスは絶対にあってはいけないのですが、結構あるのですね。レジュメでは、チェックポ

イントとして皆さんにこう聞いています。「個人情報は正確かつ最新のものですか。」「間違った

個人情報を使っていませんか。」、当たり前だと言われるかもしれませんが、結構間違った情報を

使ってしまった事例があります。例えば、神奈川県では、中学校が高校に出した内申書の内容が

間違っていたため、間違われた生徒が不合格になってしまったケースがあります。誤った個人情

報の使用による入試判定ミスは大阪府でもありました。個人情報というのはいろいろな審査や判

定の基本になるため、これを間違えてしまったら、大変なことになってしまうのです。病院で患

者さんの個人情報を間違えたら、患者の死を招くことがあります。当たり前な話ですが、人の一

生を左右しかねないので、念には念を入れて正確性を確保してほしいのです。 

 あと、管理ミスで一番多いのが、個人情報の紛失・盗難です。この間も、文京区の統計調査員

のところで話をしてきました。今年国勢調査がありますが、非常に個人情報保護意識が高まって
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いる中で、統計調査員の研修をきちんとやらないなといけないと思っています。なぜかというと、

個人情報の紛失・盗難が本当に多くて、国勢調査も例外ではないからです。部屋の中で一日中お

仕事なさっている方は比較的にリスクは低いのですが、仕事柄、個人情報を持ち歩く人は確率的

にも紛失・盗難に会う機会が多いと言えます。だから、個人情報を持ち歩く人を対象に、車上荒

らしに気を付けてくださいねと繰り返し強調します。個人情報を失くすきっかけはお酒の飲み過

ぎというのが結構あります。お酒を飲むなとは言えないですから、飲むときは個人情報を持ち歩

かないようにしてくださいねと言うのです。私今日フラッシュメモリーという記録メディアを持

っています。256メガバイト、フロッピーでいうと256枚分のデータが、この小さなスティックの

中に入ります。私はこれ持ち歩いているので、この中には当然個人情報は入っていません。けれ

ども、日ごろ余り警戒心がなくて、この中に個人情報を入れてしまって、紛失した例もあります。

フラッシュメモリーはプラスチックで軽いため、このまま落としても、余り気付きません。去年

あったのは、大阪府警のお巡りさんが、フラッシュメモリーの中に個人情報を入れて、胸ポケッ

トに入れておいたところ、定期入れを出すときに、落としてしまった事件です。この中には、少

年犯罪で逮捕、検挙された人の個人情報が2,000人分も入っていたのです。 

 皆さんが日ごろ個人情報を持ち歩かないお仕事であれば紛失・盗難はそれほど恐れることはな

い。ただ、統計調査員のように、持ち歩かないと仕事にならない人も少なくありません。ケース

ワーカーや、企業でいうと営業職もそうです。ある車のリース会社の社員が、この間、新幹線の

中でノートパソコンを盗まれてしまった事件がありました。その中には顧客情報が入っていまし

た。同様に、個人情報を記録したノートパソコンやメディアを紛失するケースが非常に多いので

す。事件や事故が一番多いのは、学校です。学校の先生の意識が低いということではなくて、仕

事柄どうしても多くなってしまいます。私も予備校講師ですが、予備校内で仕事が完結している

わけではありません。採点をするために、いつも答案という個人情報を持ち歩いています。学校

の先生は忙しくて、学校で終えられない仕事を家でやるわけです。そのときに注意をしておかな

いと、帰宅途中に車上荒らしに遭って、個人情報をなくしてしまいます。 

 もう一つの管理ミスは、廃棄ミスです。これも気を付けていただきたいのですが、個人情報を

確実に捨てないために漏えいしてしまうケースがあります。熱海市では、嘱託職員が役所の外で

納税書類の裏側を使ってしまい、個人情報が流失する事件がありました。個人情報は再利用でき

ないですので、再利用不可というボックスがあってそこに入れておきます。再利用しても構いま

せんよというのは再利用可に入れて、きちんと分別しています。不可となったものは個人情報で

すから、シュレッダーにかけるか、焼却をしなければいけないのですが、そのことをよく知らな
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い嘱託職員が、裏が白い紙を持ち帰ってしまったのです。彼は、町内会役員だったんですが、省

資源のために裏紙を使って町内会の領収証にしてしまいました。その嘱託職員は税収納担当なの

で、領収証の裏を見ると、奥津茂樹、市民税滞納10万円とか書いてあるわけです。これが町内あ

ちこちのポストに入っていたために、大問題になってしまいました。 

 昨日、家具店に買い物に行ったら、個人情報の廃棄の基本を見ることができました。家具の配

送を申し込み、依頼票に住所、電話番号を書きます。それを社員がその場でコンピュータに入れ

て、私に内容を確認させた上で全部それをシュレッダーにかけてしまいました。廃棄ミスを防ぐ

ためにも、データ化した個人情報はすぐ捨てるのです。さすがだなと思いました。役所と民間で

はいろいろな意味で違いがありますが、個人情報を捨てるのに勇気がいりますよね。コンピュー

タのデータが間違っていたら困るので、原本として紙もとっておきます。それがどさっとたまっ

て、いざ捨てるときに大変になってしまうことがあります。これに関する問題事例が弘前市であ

りました。段ボール箱何箱分かの給与支払報告書を捨てるときに、大失敗してしまったのです。

シュレッダーにかけず焼却処分にしようとしたんですが、ごみ捨て場に置き放しにしておいたの

です。段ボールにガムテープで封をして安心していたそうなんですが、役所のごみをあさる人が

開けて、中身をひっくり返したままにしておいたのです。そこに強風が吹き荒れて、弘前市内に

給与支払報告書が散ってしまったという事件です。私自身も気を付けています。うちの子供にも

よく言われるのですが、私も予備校講師をやっていて個人情報をたくさん持っていますから、裏

紙を子供のお絵描き用に渡そうとすると「お父さん、個人情報大丈夫か。」って聞かれるのです。

皆さんも、個人情報の廃棄段階で漏えい、流出しないよう、気をつけてください。 

 その他の管理ミスというのは、コンピュータがらみの話なのですが、高知市で起きた、ウィル

ス感染による個人情報の流失事件を挙げます。このウィルスは人のコンピュータに入っている情

報を勝手に外部に送ってしまうんです。先日も秋田県湯沢市で合併関係の住民リストが全部外部

に漏れた事件が起きました。これもこのウィルスの仕業です。この数年前に高知市であったのは、

消防署の職員が自宅でつくっていた火災の現況報告書が流失した事件です。役所でつくっていれ

ば、外部に情報が漏れることはありません。ところが、家に持ち帰って仕事をして、なおかつ、

家のコンピュータがウィルスにやられていたために流失事件を招きました。ファイル交換ソフト

というのがあるんですが、それにウィルスが忍び込みまして勝手に個人情報を外部に送りこんだ

ようです。 

 もちろんウィルスがいけないのですが、一番いけないのは、一つは役所の中で仕事をしないで

個人情報を持ち出したことです。どうしても持ち出さざるを得ないのであれば、ウィルスチェッ
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クをかけるなど、家のコンピュータをきれいにしておくことです。そういうことをやらなかった

から問題になったと言えます。パソコンは便利だから警戒を怠ってしまうのですけれども、きち

んと警戒しなければなりません。 

 レジュメの最後に、「脅威をどう取り除き信頼を回復するか。」と書きました。これだけ個人情

報に関するいろいろな報道があると、不信感が渦巻いてしまうわけですが、その中で何をすべき

かをもう一度考えてください。今日の話の趣旨は、自らのあり方を振り返るときに他山の石を参

考にしていただきたいということです。朝霞市役所も今まで個人情報の管理はちゃんとやってき

たのですが、だからといって、これからも大丈夫とは限らないので、あちこちの事例を反面教師

として、これからも気をつけてください。 

 私もホームページをつくっていまして、そこに個人情報にかかわる事故報告書を載せています。

例えば警察でこんな形で情報が漏れました、学校でこういう不適正な管理があって情報が流失し

ました、そういうようなケースを公表しています。これは、役所をたたくためではなく、個人情

報保護に当たって具体的な注意点をつかんでもらうためです。さっき言ったウィルスなんかは典

型です。高知市であったことを湯沢市の人も知っていれば、少なくともノートパソコンにファイ

ル交換ソフトが入っているかどうかチェックしたと思います。 

 今日、私は保護を重視した話をしましたが、基本的には個人情報を積極的に利用するというこ

とが、事業者とか自治体またはボランティア団体が提供するサービスの質を高めていくと思いま

す。その利用と保護をどう調整していくのかがすごく難しいのですが、その辺について、もしご

質問があればお答えしたいと思います。 

 大体、これで時間になりましたので、以上で私の話を終わります。ありがとうございました。 

○司会 奥津先生、どうもありがとうございました。 

 

  
    ◎質疑応答 

○司会 ではここで、せっかくの機会でございますので、奥津先生にご質問がございましたらお

受けしたいと思います。マイクをお持ちしますので、挙手をお願いします。 

○質問者 ありがとうございました。埼玉県内の公立の小学校におります。それで、具体的な事

例でお尋ねしたいと思いますので、それに沿ったお答えをいただけますと、これから先の考える

ヒントになると思いますので、お願いしてよろしいでしょうか。 

 例えば、学校ですので、学校だよりというふうなことで、家庭のみならず地域の方にも学校で
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今こんなことをやっておりますという取組みを紹介することが多々ございます。そういう中で、

本校の６年生、何々さんが市内の水泳大会で新記録を出して優勝しましたというふうなことで、

児童の頑張りをこれまで書いてきたわけなのですけれども、そのようなことについて、これから

先、本人あるいは保護者の了解をとる必要があるかなと思うんですけれども、それについて。 

 そしてもう一つですけれども、仮にそれが回り回って、学校の知らないところで、その家庭に、

何々中学校の水泳部の顧問だが、お宅のお子さんは非常にいい素質を持っているから、ぜひうち

の学校に来てくれというふうな勧誘があった場合に、学校はどこまで責任を持たなければいけな

いのでしょうか。そんな事例でお教えいただきたいのですが。 

○奥津 学校での個人情報の扱いは非常に難しいのですが、一つは、今のような表彰とか成果に

ついてはご本人や保護者からの苦情は出づらい特性はあります。ただ、先ほどから言っているお

作法という点で言うならば、学校だよりに載せることについてはご本人又は保護者の同意を得た

方がいいと思います。ご本人の同意はどうしたらいいかということですが、通常、こちらの条例

もそうですが、15歳が一つの区切りでありまして、15歳以上については親だけでなく本人の同意

をとるということが原則になると思います。 

 あとは、それを利用した勧誘については、勧誘した側の問題であって、なおかつ本人の同意を

とるというのは、基本的にはそのような利用のされ方も前提とした説明をした上での了解ですの

で、少なくとも、その点では学校に責任はないということになります。 

 今日時間がないので端折ってしまったのですが、ホームページでの情報発信とか、こういう中

でご苦労が絶えないと思います。埼玉は余りないと思いますけれども、写真をどう掲載するかと

か、かなりご苦労なさっていると思いますが、できれば表彰などの場合は別ですが、これは生徒

さんとかお子さんに、こういう時代の生き残る力をつけるためにも、ハンドルネーム─ハンドル

ネームというのはもう一つの名前、ニックネームなどですが、それを使った情報発信をどんどん

積極的にやってもいいと思います。これは一般の市民の方もそうですが、懸賞はがきってあると、

みんな正直に書くではないですか。あれがまたデータベースになりますよね。女性はしっかりし

ていて年齢をサバ読んだりしますけれども、そのときにもハンドルネームを使うとか、そういう

ような文化をつくることは必要だと思います。 

 ですので、ご質問の件については、本人の同意、中学生であれば保護者の同意、利用のされ方

を含めた説明をした上での同意を得ておけば、少なくとも学校側に責任は生じないというふうに

考えてよろしいと思います。 

○司会 ほかにご質問ございますか。 
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○質問者 よろしくお願いします。私は、町会長をやっておりますが、今度、名簿を作ろうかと

思っているのですが、前回は平成12年に作りました。そのときは氏名、住所、電話番号、その程

度なのですが、今回、こういう個人情報保護制度できまして、実際にこの前と同じような内容で

作って問題はないでしょうか、お願いします。 

○奥津 何人ぐらいいらっしゃいますか。 

○質問者 世帯で420ございますが。 

○奥津 そのぐらいの数であれば、直接個人情報保護法は適用されないと思いますが、条例に準

じた措置といいますか、そのようなことはしなければいけないと思います。 

 一つは、住所、氏名、電話番号です。個人情報のややこしいところは、ほとんどの方はそれを

プライバシーと考えなくても、中にはそれをプライバシーと考える人もいますので、その人たち

への配慮をどうするか。全く本人に意向を確認しないまま掲載をするというのは避けた方がいい

と思います。ただ、一つ一つ、本人の同意をとるのは大変ですね。そこで、今度の個人情報保護

法の関係では同意の取り方として、２つのやり方を示しています。一つは、同意した方だけを載

せるというリストのつくり方、それをオプトインと言います。もう一つは、オプトアウトといっ

て、載せないでくださいという方を名簿から削るやり方です。多分、手続的にいうとオプトアウ

トの方がやりやすいです。例えば、住宅地図がありますね。あれも個人情報が出ているじゃない

ですか。それを一人一人、本人の同意をとったら、これは仕事にならないですから、一応「やめ

てください。パスしてください」という人がいたら遠慮せず言ってくださいとオプトアウトでや

るのです。先ほど名簿ビジネスも、実はそれを今やっているのです。名簿をたくさん持っていま

すね。うちの名簿が売られては困るという人は言ってください、いつでも除きますよと。だから、

町内会名簿も、今言ったみたいに現実的にはオプトアウトといって、今度町内会名簿をつくりま

す、回覧を回すときに、載せないでという方はぜひおっしゃってくださいというふうにして、そ

ういう方だけ削っていく。こちらの状況を知らないのですが、私の住んでいる町内会なんかでい

うと、マンション１棟ごと載せていないところ、または、マンションの中で載せる人と載せない

ところがある。多分今までの感覚でいうと、そのこと自体がすごく違和感があるのですが、ただ、

むしろ、何のためにそういうふうにしたのかというのをきちんとうたっておいて、これもまた文

化だと思うのですが、当初はすごくいろいろな混乱があるかもしれませんけれども、できればそ

ういうふうに丁寧にやった方が、後々楽になると思います。 

 嫌だという方は言ってくださいというふうに回覧で回して名簿を作れば、名簿に載っているか

らおかしいという声は絶対に出ないはずです。また、あるにしても、「だからそういうことのな



 

30 

いように私どもとしてはきちんとそういうふうに説明しました。」というふうに、裁判のとき抗

弁と言いますが、対抗してきちんと主張できると思います。ちょっと面倒くさいと思いますが、

過渡期としてはそれをやっておいた方が無難かなというふうに私は思っております。 

○質問者 ありがとうございました。 

○司会 ほかにご質問がある方はいらっしゃいますでしょうか。 

○質問者 私立の幼稚園を経営しております。ホームページなどに行事のときの子供たちの様子

などを掲載する際に気を付けなければならないことなどを教えていただきたいのですが。 

○奥津 写真も個人情報なので、これを掲載するときには原則として園児が特定できないよう配

慮することが必要です。そのためには、まず特定の子供をアップにしないで、全体をとらえた写

真を使うことです。また、画素数といいますが画像の密度を落して、画像を拡大しても顔などが

はっきりしなくなるようにする工夫も必要です。ホームページを通じて、子供や孫の元気な姿を

見たいというご家族もいるかもしれませんが、インターネットは不特定多数の人がアクセスでき

るので、当然悪いことを考える人も見るのだということも考えておいてください。 

○質問者 ありがとうございました。 

○司会 それでは、まだまだご質問もあるかと思いますが、時間がまいりましたので、以上で質

疑応答を終了させていただきます。先生には大変貴重なお話を盛りだくさんにお聴かせいただき

どうもありがとうございました。もう一度先生に盛大な拍手をお願いいたします。 

 さてみなさま、本日は休日にもかかわらずご来場を賜り、心から御礼を申し上げます。本日の

講演内容について、ご家族、ご友人との話題に上らせていただき、個人情報保護の意識向上につ

なげていただければ幸いと思っております。 

 それでは、これをもちまして個人情報保護制度講演会を閉会させていただきます。 


